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サステナビリティー事業強化
日系ＹＣＰ、現地企業と提携で

シンガポールに本社を置く日系コンサルティング会社ＹＣＰホールディングス（グローバル）は、サステ
ナビリティー（持続可能性）事業を強化する。アジアでの関連リポートの作成などの需要拡大に対応する
ためで、新たに専門の事業部を設置。現地企業とも資本業務提携を結び、事業を推進していく計画だ。

　ＹＣＰホールディングス（グローバル）はアジアで事

業展開する日系企業を支援している。持ち株会社とし

て、傘下にマネジメントサービス事業を提供するＹＣＰ

ソリディアンスや、飲食事業に投資するＹＣＰダイニン

グなどの子会社を持つ。昨年12月には東京証券取引所

のマザーズ市場（現・グロース市場）に上場した。

　中核部門であるマネジメントサービス事業では、主に

合併・買収（Ｍ＆Ａ）やデジタルトランスフォーメーシ

ョン（ＤＸ）導入に関連した経営支援サービスを提供し

ている。最近では同事業のクライアントからもサステナ

ビリティー関連の支援について多くの問い合わせがあ

るという。

　持続可能性に対する関心の高まりを受けてこのほど、

サステナビリティー・ソリューション事業部を新設し

た。注力するのは「サステナビリティーの評価・報告管

理支援」「持続可能な事業の構築に向けたＰＭＯ（プロ

ジェクトマネジメントオフィス）・実行支援（ＹＣＰの

専門家がクライアントのオフィスに常駐して実行を支

援）」「デジタルインフラの導入・変革支援」「サステナ
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東ヌサトゥンガラ州東スンバを
訪れ、歓迎を受けるジョコ大統領
＝２日、インドネシア（大統領府
提供）
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ビリティー関連の研修・教育コンテンツの提供」の４分

野だ。

　ＹＣＰの広報担当者はＮＮＡに対し、「新設した事業

部には足元で、サステナビリティー・リポートの作成支

援に関する引き合いが多数寄せられている」と語った。

サステナビリティー・リポートは持続可能な社会の実現

に向け、企業の取り組みや成果などをまとめた報告書を

指す。

　同広報担当者は「アジア各国では持続可能性に関連し

た新制度の制定やステークホルダー（利害関係者）から

の圧力の高まりを受け、同リポートの需要が飛躍的に拡

大するとみている」と説明した。

　

気候リスク開示の義務化に対応
　

　東京証券取引所のプライム市場では、上場企業に対し

て気候リスク開示の国際的枠組み「気候関連財務情報開

示タスクフォース（ＴＣＦＤ）」に沿った情報開示が求

められている。同様の開示義務は、シンガポールでは金

融、農業、エネルギーなどの分野を対象に2023年以降、

マレーシアでは24年末、香港では25年に始まる予定

だ。

　ＹＣＰはこうした動きを受け、サステナビリティー活

動の管理プラットフォームを提供するシンガポールの

ＲＩＭＭサステナビリティーと資本業務提携した。持続

可能性に関する包括的なサービスの提供を目指すほか、

関連ソリューションの共同開発を進める。

　ＲＩＭＭは21年、低コストで持続可能性やＥＳＧ（環

境・社会・企業統治）関連活動の報告、管理などができ

るソフトウエア・アズ・ア・サービス（ＳａａＳ）型プ

ラットフォームを立ち上げた。ＳａａＳはクラウド経由

でソフトウエアを提供するサービスだ。

　ＹＣＰはＲＩＭＭとのパートナーシップ提携を通じ

て、同社のソリューションを活用。金融機関や事業会

社、プライベートエクイティなどのクライアントに対

し、サステナビリティー活動の評価、サプライチェーン

（調達・供給網）の改革、サステナビリティー活動管理

のデジタル化、研修・教育モジュールに関するサービス

を提供する。

　ＲＩＭＭが実施するシリーズＡ（事業開発段階）の資

金調達にも参加した。出資額は明らかにしていない。

　ＲＩＭＭはシリーズＡの前段階となるプレシリーズ

Ａで300万米ドル（約３億9,000万円）を調達。東京都

からもグリーンファイナンス助成金として100万米ド

ルを獲得していた。

　シンガポール金融管理庁（ＭＡＳ、中央銀行に相当）

からも助成金を受けている。既存投資家には、日本で著

名な投資家兼実業家の谷家衛氏や、シンガポールの日系

ベンチャーキャピタルのビーネクスト（BEENEXT）など

が含まれる。

　ＹＣＰホールディングス（グローバル）の石田裕樹取

締役兼グループ最高経営責任者（ＣＥＯ）は、「今回の

出資は、当社グループがＲＩＭＭに長期的に関与してい

くことを示すものだ」とコメントした。

　その上で、ＲＩＭＭと共にサステナビリティー・ソリ

ューションの共同開発を推し進め、関連ソリューション

導入の必要性を迫られていながらその複雑性のため導

入に課題を抱えるクライアントに対し、企業変革を実現

するサービスを提供したいと付け加えた。
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